
卒業論文

電子線を用いた ΛN相互作用測定実験の可能性

A possibility study of a measurement experiment
of the ΛN-interacton with an electron beam

東北大学理学部物理学科

相田　元気

平成 28年 3月



概要

　 1 fmより近距離での核力の性質を理解するためには、u, dクォークだけでなく sクォークを持

つハイペロンを含めたバリオン間相互作用を統一的に調べる必要がある。NN 散乱実験は過去に

様々な方法で行われており、中間子交換模型が記述する核力と非常によく一致することが分かって

いる。だが、ハイペロンの寿命は 200 ps程度と非常に短いため、YN 散乱測定は実験的に困難で

あり、統計量的に非常に乏しいのが現状である。

　そこで、本研究では (e, e′K+)反応で生成した Λ粒子と他の陽子との散乱事象の測定が、統計誤

差 1% を目標として実現可能かを検証した。(e, e′K+) 反応は電磁相互作用を用いた Λ ハイパー

核生成反応である。この反応を用いた Λ ハイパー核分光実験は 2000 年代初頭から現在に至るま

で、アメリカのジェファーソン研究所（JLab）やドイツ・マインツ大学のMAMIで数回行われて

きた。この分光実験で用いる入射電子ビームは非常に大強度のため、Λ 粒子を大量に生成するこ

とができる。また、(K−, π−)、(π+,K+)反応と異なり陽子を Λ粒子に変えるという特徴がある。

陽子標的を用いることができ、中性子との散乱を考える必要がなくなるため、(e, e′K+)反応は Λp

散乱を測定する上で適していると考えた。

実験セットアップには、現在実施が計画されている JLab Hall-Aでの (e, e′K+)分光次世代実験

を想定した。使用する入射電子ビームのエネルギーは 4.52GeV で、散乱電子と K 中間子それぞ

れを HRS、HKSで同時検出するとして実験実現可能性を議論した。ビーム強度を 10µA、液体水

素ターゲットの厚さを 70 cmとしたとき、Λp散乱の検出効率が 100%であると仮定するならば、

約 50日のビームタイムで十分な統計量が得られるという結論を得た。

さらに、Geant4を用いたシミュレーションを行い、生成される Λ粒子の運動学的情報を求め、

バックグラウンドを抑えるための方法について考察した。
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図 1.1 核力ポテンシャル
図 1.2 バリオン八重項

1 はじめに

1.1 YN相互作用研究の必要性

核力の理論的研究は 1930年代の湯川の中間子論に始まる。湯川は、電磁気力が光子の交換に起

因するように、核力も未知の粒子が媒介すると考え、力の到達距離からその質量を求めた。それが

今日中間子として知られる粒子である。核力の振る舞いは核子間距離 rに大きく依存するため、核

力を領域 I（r > 2 fm）、領域 II（1 fm < r < 2 fm）、領域 III（r < 1 fm）に分けて議論する試み

がなされてきた（図 1.1）。領域 I では１個の π 中間子が交換されているという描像が確立した。

領域 IIでは、複数の π 中間子、もしくは ω や ρといった比較的重い中間子が交換されることで核

力が働くという模型によって、この領域を定量的に記述することに成功した。しかし、核子同士が

重なる程近距離にあたる領域 IIIでは、それまでの中間子交換描像は大きく矛盾してしまう。そこ

で、核子を構成しているクォークと、強い力を媒介するグルーオンによる相互作用を考える必要が

あり、それにより短距離の核力の説明には一定の成果が挙げられている。だが、この強い相互作用

の基本法則である量子色力学（QCD）を低エネルギー領域において解くことは困難なため、第一

原理をもとに核力を統一的に理解しようとする試みは未だ発展途上である。

クォーク模型をよりよく理解するために、従来のアイソスピン 1/2をもつ u, dクォークによる

フレーバー SU(2)対称性から、6つのクォークを含むバリオンがおりなすフレーバー核物理への

拡張が行われてきた。特に sクォークは u, d クォークの次に質量が小さく、それらとの間には近

似的によい対称性が成り立つと考えられている。図 1.2にスピン 1/2のバリオン八重項を示す。こ

れらのバリオンは u, d, s クォークで構成されているため、バリオン八重項間の相互作用もフレー

バー SU(3)対称性に従った関連があると考えるのが自然である。核子-核子間の散乱実験は過去に

様々な方法で行われており、中間子交換模型が記述する核力と非常によく一致している。しかし、
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図 1.3 YN 散乱全断面積の、クォーク模型バリオン間相互作用である fss2(実線) および FSS

（破線）を用いた計算結果と実験データ [1]

sクォークを含むバリオンであるハイペロンは自由空間で 200 ps程度と非常に寿命が短いため、ハ

イペロン-核子およびハイペロン-ハイペロン間の散乱実験は多くの困難がありデータが絶対的に不

足しているのが現状である。したがって、八重項を構成するバリオン間の相互作用をより詳細に理

解するために、これらの散乱実験は切望されている。

1.2 過去の ΛN 散乱測定

1960年代から 70年代にかけて、泡箱を用いた YN 散乱の測定が行われた。図 1.3に泡箱によ

る YN 散乱断面積測定の結果を示す。泡箱は、その検出器特性から低いビーム強度が要求される

ため統計量は非常に乏しい。その統計誤差は 5% 程度である。また、ハイペロンをより効率的に生

成するために (K−
stop, π

−)反応が用いられる。これは、K− 粒子が原子核に捕獲され、原子核表面

の核子と反応するものである。この反応での運動量移行は 200MeV/c程度の低い領域に限られる

ため、泡箱実験でのデータは低い運動量をもったハイペロンに限定されている。

1.3 (e, e′K+)反応を用いたハイパー核生成実験

(e, e′K+)反応は、陽子標的に入射した電子が散乱され、仮想光子を介して s, s̄クォークを生成

し、Λ粒子、K+ 中間子を生成するものである（図 1.4）。この反応を用いたハイパー核生成実験が、

2000 年代初頭からアメリカのジェファーソン研究所（JLab）やドイツ・マインツ大学の MAMI

で行われてきた。(e, e′K+)反応分光実験の、本研究を行う上での重要な特徴を以下に挙げる。
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図 1.4 (e, e′K+)反応の概略図

• 大強度一次電子ビームの使用
(e, e′K+) 反応では電磁相互作用によってハイパー核を生成するので、生成断面積は

100 nb/sr 程度と非常に小さい。しかし、使用する電子ビームは、例えば JLab の CE-

BAF加速器では最大 85µAと大強度なので、その小さい生成断面積を補うことができ、大

量の Λ粒子を生成することが可能である。また、大強度なビームを用いるので薄い標的（数

100mg/cm2）を用いることができ、標的内でのビームエネルギー損失を抑え、高分解能な

測定が可能である。

• 陽子を Λ粒子に変える

(K−, π−)、(π+,K+) 反応では標的中の中性子を Λ 粒子に変えるが、それとは対照的に、

(e, e′K+) 反応では陽子を Λ 粒子に変える。したがって、静止した陽子標的を用いること

でこの反応によって生成したハイパー核のミッシングマスMHYP を次式で求めることがで

きる:

MHYP =
√

(Ee +Mtarget − Ee′ − EK)2 − (p⃗e − p⃗e′ − p⃗K)2 (1)

生成される Λ、Σ0 粒子の質量は高精度で測られているので、ミッシングマススペクトルの

ピークを基にしてエネルギーの絶対値較正が可能である（図 1.5）。よって、生成されたハイ

パー核の質量、運動量を高い精度で決定することができる。

以上の点から、Λp散乱現象を起こすためには (e, e′K+)反応の利用が適していると考えた。

1.4 本研究の目的

本研究では、(e, e′K+) 反応で生成された Λ 粒子と標的中の他の陽子との散乱事象の測定（図

1.6）が、統計誤差 1% を目標に設定して実現可能かを検証した。実験セットアップには、現在計

画が進められている JLab Hall-A での (e, e′K+) 分光次世代実験を想定した。また、生成された
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図 1.5 JLab E05-115実験で得られた、Λ粒子と Σ0 粒子のミッシングマススペクトラム [2]。

標的には CH2 が使われている。ただし、散乱電子と K 中間子の偶発的なコインシデンスによ

るバックグラウンドと、12C原子核から生成される準自由（Quasi-free）な Λ、Σ0 粒子による

バックグラウンドは差し引かれている。

図 1.6 (e, e′K+)反応を用いた Λp散乱の概略図

Λ粒子や散乱後の陽子などの情報を得てバックグラウンド等の考察を行うため、Geant4を用いた

モンテカルロシミュレーションを行った。
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図 2.1 JLab Hall-A での次世代実験のセットアップ図 [3]。散乱電子、生成された K+ 粒子

は、それぞれ散乱電子スペクトロメータ（HRS）、K 中間子スペクトロメータ（HKS）で同時

検出する。

2 (e, e′K+)反応実験を用いた Λp散乱実験

この章では、JLab Hall-Aでの (e, e′K+)分光次世代実験の概要を示した後、どのように Λp散

乱実験を行うか原理を説明し、JLab Hall-Aの次世代分光実験のセットアップで得られるイベント

収量を見積もった。

2.1 JLab Hall-Aでの (e, e′K+)分光次世代実験

この次世代実験は、これまで JLabで行われてきた四度の (e, e′K+)反応実験（E89-009、E01-

011、E05-115、E94-107実験の四度。前者三つは我々東北大が進めてきた Hall-Cコラボレーショ

ンによるもので、最後の一つはイタリアグループを中心とする国際コラボレーションによる Hall-A

での実験）を踏まえ、Hall-A コラボレーションと Hall-C コラボレーションが共同で計画してい

る。その実験セットアップ図を図 2.1に示す。

過去のどの (e, e′K+)分光実験でも前方への大量のバックグラウンド電子が課題であった。バッ

クグラウンドとなる電子は、制動放射に起因するものとメラー散乱に起因するものとがある。K+、
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Λ 粒子生成に必要な仮想光子の生成断面積は、電子がより前方に散乱されるほど急激に大きくな

る。したがって、散乱電子は超前方のものを検出するのが望ましい。だが、バックグラウンドとな

る制動放射やメラー散乱起因の電子も超前方にピークをもつため、超前方の電子を計測すると S/N

比が下がってしまう。そこで、2004年に JLab Hall-Aで行われた E94-107実験では、標的直後に

1対のセプタム磁石を設置することで、散乱電子とK+ 粒子を偏向し、バックグラウンドの多い前

方領域を避けて測定を行った。次世代実験でも E94-107実験と同様にセプタム磁石を設置するこ

とが計画されている。なお、JLab Hall-Cで行われた過去三度の (e, e′K+)分光実験ではスプリッ

ター磁石と呼ばれる双極子磁石によって散乱電子と K+ 粒子を偏向した。また、制動放射および

メラー散乱起因の電子をより前方に集中させて S/N比を向上させるために、入射電子エネルギー

を、前回実験である E05-115実験のときの約 2倍にあたる、4520MeVに設定する。

セプタム磁石で軌道を曲げられた散乱電子と K+ 粒子は、それぞれ散乱電子スペクトロメータ

（HRS）、K 中間子スペクトロメータ（HKS）を用いて同時検出し、Λハイパー核もしくは Λ粒子

の生成を同定する。それぞれの検出器の具体的なパラメータについては後述する（表 3.1）。反応の

運動学パラメータを表 2.1にまとめる。

表 2.1 運動学パラメータ [3]

ビームエネルギー 4.523GeV

K 中間子中心運動量　 1.2GeV/c

K 中間子中心軌道角度 16◦

散乱電子中心運動量　 3.03GeV/c

散乱電子中心軌道角度 7◦

2.2 実験の原理

本研究で考えている (e, e′K+)反応実験を用いた Λp散乱実験の概略図を図 2.2に示す。液体水

素標的に電子ビームを入射し、散乱された電子、生成したK+ 粒子はそれぞれ HRS、HKS検出器

で同時計測される。それらの運動量とエネルギーを測定することで、同時生成された Λ粒子の運

動量ベクトル、エネルギーを高い精度で決めることができる。生成された Λ粒子はある確率で液

体水素内の他の陽子と弾性散乱を起こすと考えられる。液体水素標的の周りを囲んだ検出器で散乱

された陽子の運動量を測定することで、Λp散乱現象を運動学的に一意に決定することができる。

しかし、Λ粒子の寿命は約 263 psと非常に短いため、生成された Λ粒子は弱い相互作用によっ

て Λ → p + π− (63.9 ± 0.5%)もしくは Λ → n + π0 (35.8 ± 0.5%)のように崩壊する。標的周

りの検出器で検出された陽子が、Λ粒子崩壊に起因するものだった場合、それはバックグラウンド

となってしまう。その他に、Λ粒子が崩壊してできた生成物によって散乱された陽子もバックグラ

ウンドとなる。収量を上げるためにはこれらのバックグラウンドと実際に検出したい陽子を可能な

限り弁別する必要がある。
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図 2.2 (e, e′K+)反応を用いた Λp散乱の概略図

2.3 Λp散乱イベント数の見積もり

JLab Hall-Aでの (e, e′K+)反応次世代実験のセットアップを想定したときに、どれだけの Λp

散乱イベントの収量が見込めるのかを試算する。

2.3.1 Λ粒子生成量の見積もり

使用する標的の厚さ、使用する入射電子ビーム強度を表 2.2にまとめる。

表 2.2 標的厚さ、ビーム強度

標的　 　液体水素

標的厚さ　 5.0 g/cm2

入射電子ビーム強度 10µA
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(e, e′K+)反応を用いた Λハイパー核もしくは Λ粒子の生成断面積は次式のように書ける:

d3σ

dω dΩe′ dΩK
= Γ

dσ∗
γ

dΩK
(2)

ここで、Γは仮想光子のフラックスを表し、

Γ =
α

2π2Q2

Eγ

1− ϵ

Ee′

Ee
(3)

で求められる。また、式 (2)右辺の二つ目の因子 dσ∗
γ/dΩK はK+ 中間子生成の素過程の微分断面

積を表し、液体水素標的を用いた場合 ≃ 100 nb/srである。したがって、散乱電子と K 中間子を

同時計測することで (e, e′K+)反応で検出できる単位時間当たりの Λ粒子数 NHYP は、次式で求

められる:

NHYP [/s] = Γγ ×Nbeam ×Ntarget ×
dσ∗

dΩK
×∆ΩK × ϵK+ (4)

ここで、Γγ は式 (3) で示される Γ を散乱電子スペクトロメータの立体角アクセプタンスおよび

エネルギーアクセプタンスで積分した値を表し、HRS のアクセプタンス領域において計算する

と Γγ ≃ 3.96 × 10−5 となる。Nbeam、Ntarget はそれぞれ単位時間当たりのビーム粒子数と、単

位面積当たりのターゲット粒子数（液体水素標的中の陽子数）を表す。∆ΩK は K 中間子スペク

トロメータの立体角アクセプタンスを表し、HKSの場合 ∆ΩK = 8.5msrである。また、生成さ

れた K 粒子の一部はスペクトロメータで検出される前に崩壊する。ϵK+ は、生成点から HKS側

の検出器群をすべて通るまで（図 2.1 の水チェレンコフ検出器（WC）を通過するまで）の距離

（HKSでは 11.8m）での K 粒子の生存率を表し、HKSの中心運動量が 1.2GeV/cであることか

ら、ϵK+ ≃ 0.27となる。

以上の値から、(e, e′K+)反応によって生成される Λ粒子のうち検出可能なものの数は、

NHYP ≃ 1.70 [/s] ≃ 1.47× 105 [/day] (5)

となる。

2.3.2 Λp散乱断面積

γp → K+Λ過程の全断面積を図 2.3に示す。この図より、K+ 粒子生成素過程の断面積は光子

のエネルギー Eγ が 1.2− 1.5GeVのときに最大になることがわかる。そこで、次世代実験を含む

我々の実験ではこの素過程の断面積を最大にして収量を確保するために Eγ = 1.5GeVに設定して

いる。

次に、光子と生成されるK+ 粒子との角度 θγK を変えたときに、生成される Λ粒子の運動量が

入射光子の運動量に従ってどのように変化するかを図 2.4に示す。この図より、光子の運動量 pγ

が pγ = Eγ = 1.5GeV/cのとき、生成される Λ粒子の運動量は数百MeV/c程度であることがわ

かる。3.1節で後述するように、Geant4を用いたシミュレーションによって、本研究で想定してい

る次世代実験のセットアップで検出される Λ粒子の運動量は 300MeV/cを中心にして分布してい

ることがわかる。
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図 2.3 γp → K+Λ 過程の全断面積 [7]。黒丸は 1997 年から 1998 年に SAPHIR 実験で測定

されたデータを表す。垂直な線はそれぞれ γp → K+Σ0 反応のエネルギーしきい値（点線）、

S11(1650), P11(1710), P13(1720) 共鳴のある質量の値（実線）、D13(1895) 共鳴があると考え

られている質量の値（破線）を表す。

図 2.4 (γ,K+) 反応による Λ 粒子への運動量移行の光子ビーム運動量依存性。θγK は光子

ビームに対する生成されたK+ 粒子の角度を表す。

したがって、Λp散乱全断面積の理論計算結果および実験データ（図 2.5）より Λp散乱断面積は

低めに見積もると 15mb程度であることがわかる。

2.3.3 Λp散乱イベント収量の見積もり

Λ粒子が起こす物理プロセスが、他の陽子との弾性散乱だけだと仮定すると、Λ粒子の平均自由

行程 λscattering は標的の密度 N、Λp散乱断面積 σ = 15mbから、

λscattering =
1

Nσ
≃ 1570 cm (6)
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図 2.5 Λp散乱全断面積の、fss2（実線）および FSS（破線）の各モデルでの計算結果と実験データ [1]

と求められる。ただし、

N = 0.0708 [g/cm3]× 6.0× 1023 [/mol]

2 [g/mol]
× 2 (7)

である。また、Λ粒子が崩壊するまでの飛程 λdecay は、

λdecay = βγcτ =
300 [MeV/c]

1115 [MeV/c]
× 3.0× 108 [m/s]× 263 [ps] ≃ 2.12 [cm] (8)

と求まる。式 (6)と (8)の比は
λscattering

λdecay
≃ 740 (9)

となる。ここから、生成された Λ 粒子 740 個のうち 1 個の割合で陽子と弾性散乱を起こすと見

積もることができる。したがって、本実験セットアップで単位時間に起こる Λp 散乱イベント数

Nevents は、

Nevents = NHYP × 1

740
≃ 199 [/day] (10)

となる。

よって、Λp散乱の検出効率を 100%とすると、Λp散乱を 10, 000イベント検出するのに必要な

ビームタイムは 50.3日間と見積もることができた。実際にこのうちどれだけのイベント数を検出

できるか（検出効率）は、検出器の形状やバックグラウンド等のさまざまな条件を考慮し、検証し

なければならない。
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3 Geant4によるモンテカルロシミュレーション

この章では、Geant4を用いたモンテカルロシミュレーションを行い、生成される Λ粒子の運動

量等の情報を得て Λp散乱イベントを測定する上でのバックグランドなどについて考察する。

3.1 Λ粒子の生成

始めに、(e, e′K+) 反応によって生成される Λ 粒子はどの方向にどれだけの運動量を持つのか

を調べるために、p(e, e′K+)Λ 反応を Geant4 内部で再現した。この反応の断面積のモデルには

Kaon-MAID を仮定した。ここで、Kaon-MAID は閾値領域の電磁相互作用によるストレンジネ

ス生成素過程を現象論的に計算する手法であるアイソバー・モデルの一つで、実験データを再現す

るようにダイアグラム中の結合定数などのパラメータの値を決めている。実際の実験では、K+、

Λ 粒子の生成点はイベントごとに異なるが、ここでは簡単のために、Kaon-MAID モデルで計算

した散乱電子、K+、Λ粒子を常に標的内のある一点で生成させた。入射電子ビームエネルギーは

表 2.1に従って 4.52GeVとした。また、簡単のために生成後の粒子が起こしうる物理プロセスは

Geant4内部ですべてオフにした。散乱電子とK+ 粒子はそれぞれ HRS、HKSで検出する。各ス

ペクトロメータのパラメータを表 3.1にまとめる。

表 3.1 HRS、HKSパラメータ [3][4]

HRS HKS　

Momentum acceptance 3.03GeV/c (±4.5%) 1.2GeV/c (±12.5%)

Central angle 7◦ 16◦

Angular acceptance (Horizontal) ±30mrad ±100mrad

Angular acceptance (Vertical) ±60mrad ±75mrad

Solid Angle 6msr 8.5msr

以上の条件で粒子を生成しシミュレーションを行った。生成した全ての Λ粒子に関して、その

運動量と cos θeΛ の相関を図 3.1に示す。ただし、θeΛ は電子ビームに対する Λ粒子の生成角度で

ある（図 2.2参照）。さらに、実際に検出できる Λ粒子はこのうちの一部であり、表 3.1に従って、

それぞれの検出器アクセプタンス内に入ったものだけを検出可能なイベントとする。そのような条

件をつけることで、検出可能な Λ粒子の運動量と cos θeΛ の相関は図 3.2のようになった。

図 3.2より、実際の実験で生成を同定できる Λ粒子は、運動量 300MeV/c を持ち、生成角度は

電子ビームに対してより前方であるものを中心とした分布になっていることがわかる。
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図 3.1 シミュレーションで生成した Λ 粒子の運動量と角度の相関。θeΛ は入射電子ビーム方

向に対する Λ粒子の生成角度を表す。

図 3.2 図 3.1のうち検出可能な Λ粒子の運動量と角度の相関
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図 3.3 Λp散乱微分断面積の角度依存性 [5]。θ∗Λ は重心系における Λ粒子の散乱角を表す。

3.2 Λp散乱微分断面積の角度依存性

過去の泡箱実験では、Λp散乱微分断面積の角度依存性も測定が行われている。図 3.3にそれら

のうちの一例を示す。ここでは入射 Λ 粒子の実験室系での運動量が 248 − 330MeV/c のときと

180− 248MeV/cのときのものが示されており、横軸の θ∗Λ は Λ粒子と陽子の重心系での角度であ

る。この図より、Λ粒子の運動量が大きいと重心系において前方に散乱される傾向が見られる。し

かし、今回 Geant4内で再現した Λp散乱では、簡単のため Λ粒子は重心系で等方的に散乱される

と仮定した。

3.3 Λp散乱イベントの同定

前述したように、Λ粒子は中性であり、散乱後もすぐに崩壊してしまうため、散乱後の陽子を検

出することで Λp散乱イベントを測定する。ここでは主なバックグラウンドになると考えられる、

Λ粒子弱崩壊起因の陽子と散乱起因の陽子とを見分ける手段について論じる。

図 3.4のように、(e, e′K+)反応で生成された Λ粒子ビームの方向に対する陽子の散乱角を θ と

定義する。生成された Λ粒子の運動量ベクトルは、HRS、HKSスペクトロメータでの散乱電子、

K 粒子の情報からわかる。したがって、運動学的に散乱後の陽子の運動量 pp と θ は各イベントご

とに完全な相関がある。その相関を図 3.6に青い点でプロットした。

ここで、図 3.5のように、Λ粒子ビームの方向に対して崩壊して出てきた陽子の角度を同様に θ
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図 3.4 Λp 散乱起因の陽子の pp と θ

の定義。詳しい定義は本文を参照。

図 3.5 Λ粒子弱崩壊起因の陽子の pp

と θ の定義。詳しい定義は本文を参

照。

図 3.6 陽子の運動量 pp と Λ粒子ビームに対する角度 θ。青い点は Λp散乱起因の陽子、赤い

点は Λ粒子弱崩壊起因の陽子をそれぞれ表す。

と定義する。崩壊起因の陽子の運動量 pp と θ の相関を、同じく図 3.6に赤い点でプロットした。

なお、ここで生成した Λ粒子は、HRS、HKSの各検出器で散乱電子と K 中間子を同時検出し

て生成を同定できたものである。すなわち、それらの分布は図 3.2のようになっている。

図 3.6より、赤い点が重なっていない領域を選択することで Λp散乱をバックグランドから弁別

できることがわかる。青い点と赤い点が重なってしまった領域では陽子 1つの検出では弁別するこ

とができない。しかし、ほぼ同時に 2つの陽子を検出した場合、それらは散乱起因の陽子と崩壊起

因の陽子であると推測できる。また、陽子と共に 1つの π− を検出した場合、それらはどちらも Λ

粒子が崩壊してできたものだと推測できる。このようにして、崩壊起因の陽子はほぼ完全に除去で

きると考えられる。
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図 3.7 Λ粒子の弱崩壊生成物による陽子散乱

3.4 その他のバックグランド事象

他のバックグラウンドとして、図 3.7に示したように、Λ粒子弱崩壊の生成物による陽子散乱が

考えられる。崩壊生成物としては陽子、中性子、π− 粒子がある。それぞれの粒子と陽子との散乱

断面積を図 3.8∼ 3.10に示す。これらの図より、いずれの場合も 1GeV/c以下の運動量を持つ崩

壊生成物に対して、陽子との弾性散乱断面積は数mb ∼数十mb程度であることがわかる。これは

Λp散乱断面積と同程度であることから、Λ粒子の崩壊確率を掛け合わせても、これらのイベント

数は無視できないほどであると考えられる。そのため今後の課題として、これらの事象に対しても

図 3.4や 3.5のように pp と θを定義し、図 3.6にそれらの相関を重ねてプロットする必要がある。

さらに、(e, e′K+)反応実験では非常に大強度な電子ビームを用い大量の Λ粒子が生成される。

そのため複数個の Λ粒子がほぼ同時に生成されることによるアクシデンタルバックグラウンドが

多分に存在すると考えられる。それがどの程度 S/N比を悪化させる可能性があるのか、それを抑

えるために必要な検出器の時間分解能はどれくらいかなどの検証も今後の課題である。
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図 3.8 pp衝突の全断面積および弾性散乱断面積 [6]

図 3.9 pd衝突の全断面積と np衝突の全断面積および弾性散乱断面積 [6]

図 3.10 π±d衝突の全断面積と π−p衝突の全断面積および弾性散乱断面積 [6]
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4 まとめ

YN 相互作用を理解するための Λp散乱実験データは統計量的に非常に乏しいのが現状である。

そこで、(e, e′K+)反応で生成した Λ粒子と他の陽子との散乱事象の測定が、統計誤差 1%を目標

として実現可能かを検証した。

実験セットアップには、現在実施が計画されている JLab Hall-Aでの (e, e′K+)分光次世代実験

を想定した。使用する入射電子ビームのエネルギーは 4.52GeV で、散乱電子と K 中間子をそれ

ぞれ HRS、HKSで同時検出する。ビーム強度を 10µA、液体水素ターゲットの厚さを 70 cmとし

たとき、Λp散乱の検出効率が 100%であると仮定するならば、約 50日のビームタイムで十分な

統計量が得られるという結論を得た。

さらに、Geant4を用いたシミュレーションを行い、Λ粒子弱崩壊起因の陽子や π 粒子、Λp散

乱起因の陽子の軌跡と運動量を測定することで、バックグラウンドとなる Λ粒子弱崩壊起因の陽

子はほとんど完全に除去できることがわかった。

今後は他のバックグラウンド事象を含めたより詳細なシミュレーションを行うことで、検出器の

配置や標的の形状の最適化などを行うことが課題である。
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